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〈Abstract〉
Marine protected area where fishing activities are prohibited has been expanding under the 
national marine strategy in Costa Rica. To elucidate why “protection” is priority than the 
resource utilization in context marine protected policy in Costa Rica, I focus on decision 
making proses of marine conservation and the state of fishing activities by local people. As the 








































































ことであった。当時の保護面積は 280ha であったが、1980 年には 683ha まで拡大された。
1 Quepos, Cantón de Aguirre, Prefectura de Puntarenas.
海洋保全をめぐるポリティクス─コスタリカにおける海洋保護区を事例に─ 
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その際に、陸域だけでなく、海域 55,000ha も保護区域として指定された。その後、2000 年
に公園の東部に位置する浜辺「エル・レイ地区」を公園に編入し、陸域の面積は 1,983ha、
海域の面積は 55,210ha まで増えた（PNMA：2005）。さらに、2012 年には、保護海域のさ
らなる拡張が行われた。ここでは、従来の約 2.25 倍（12,437ha）が公園の海域として指定さ
れた。マヌエルアントニオ国立公園は、陸域の保護面積は国内で 2 番目に小さな国立公園で
あるが、一方、海域に関しては 2 番目に大きさになった（Alvarado: 2012）。
　ちなみに、コスタリカには 9 つの保護区のカテゴリーが存在し、国立公園はそのうちの 1
つである。その特徴は、他のカテゴリーと比べて、資源利用の規制が極めて厳しいことであ








点には、ボカ・ビエハ（Boca Vieja）地区には、国内で 3 番目の水揚高（コスタリカ全体の


















































EEZ の 25％を何らかの形で保護することが目標化された（CZEE-CR: 2008）。2012 年とい
う期限が迫る中、拡張が決定されたのがマヌエルアントニオ国立公園であった。
　保護海域の拡張にあたって、いくつかの事前調査が行われた。そのひとつが、筆者が実施











約 600 名が漁業に従事し、217 隻の漁船が登録されている 3）。このうち、約 100 隻の沿岸用
の小型漁船が操業している。沿岸漁業は、沖から 3 マイル以内の海域で行われ、定置網を使
用した漁が行われている。代表的な漁獲は、タイやサバ、アジ、ニベなどの魚種である。水

















業で行っている者である。期間は、2011 年 1 月から 10 月にかけて継続的に実施した。
3 － 2：所得の状況















従事者の月収は、平均して約 202,500 コロン（約 38,475 円 4））であることが分かった。この
収入は、一般的なコスタリカ人の収入と比べると低い水準といえる。例えば、コスタリカ労
働・社会保障省（Ministerio de Trabajo y Seguridad Social）が発表する最低賃金と比較す
ると、調査月の最低賃金は 228,057 コロン（約 43,331 円）であった 5）。ボカ・ビエハの沿岸
魚業従事者の所得は、これよりも下回る結果となった。
　また、魚業従事者へのインタビューで明らかとなったのは、漁業経験年数の浅さである。
表 1 のように、インタビューを実施した 10 名の漁師のうち、半数の 5 名が 10 年未満の経験
しか有していなかった。彼らの前職は、自動車整備工（B、F）、タクシー運転手（D）、農
業従事者（E）、建設現場作業員（G）などであり、「転職先のひとつ」として漁業に参入し
ている実態が明らかとなった。また、経験年数が 30 年を超える情報提供者 A（65 歳／ 35 年）、
















A 65 35 251,800 あり あり
B 37  2  224,800 あり あり
C 54  12  152,100 あり あり
D  48  1 189,700 なし あり
E 29 6 205,600 あり あり
F 44  8 187,500 あり あり
G  38  9 201,900 あり あり
H  58  36 199,300 あり あり
I 46  14 219,600 あり あり
J 68 36 192,700 あり あり
平均 48.7 15.9  202,500 あり あり
表 1：漁業従事者へのインタビュー結果
























































由来する。宣教師らの記録によれば、1563 年の時点のケポ民族の人口は、約 1,500 人程度と
推測されていたが、スペイン人がもたらした疫病などにより人口が減少し、1718 年には 8
世帯のみが暮らす小さな集団となった。さらに、1756 年には、スペインの占領政策を受けて、
南部のボルーカ居留地（Boruca）へ移住を余儀なくされた（Bozzoli de Vargas: 1965）。そ
れ以降、20 世紀の初頭までの約 150 年間、この地域は人口の空白地帯であったとされる
（Cordero y Duynen: 2002）。
　再び入植が始まったのは、1923 年のことであった。この年に、ドイツ人の起業家がバナ
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